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労働条件通知書交付推進キャンペーンについて 
 

 
宮崎労働局（局長 田中 大介）では、新規採用が最も多くなる期間（令和５年３月

から４月）を「労働条件通知書交付推進キャンペーン」月間と定め、以下の取組を実施

します。 

 

➢「労働条件通知書交付推進キャンペーン」 

宮崎労働局管内の労働相談は、この10年間で2倍となり、年間1万件を超えています。 

相談内容としては、年次有給休暇、いじめ・嫌がらせ、時間外労働、退職・解雇、賃金不払等

が増加しています（別添「宮崎県における労働相談の状況」参照）。 

相談が増加している要因の一つとして、年次有給休暇、退職や解雇の手続、時間外労働等の 

労働条件について労働者に対する周知が不十分であることがあります。 

労働基準法では、事業者に対し、労働者を採用する際には、年次有給休暇・時間外労働・賃金・

退職・解雇等の基本的事項を記載した労働条件通知書を交付すること等により労働条件を明示す

ることが義務付けられています。 

しかし、未だに、労働条件通知書を交付する等により労働条件を明示していない事業場やその

内容に不備がある事業場がみられます。 

このような状況を踏まえ、宮崎労働局では、別添要綱に基づき、新規採用が多くなる３月から

４月の時期に、労働者を採用する際の労働条件通知書交付による労働条件の明示を徹底するため

に、「労働条件通知書交付推進キャンペーン」を実施することとしました。 

 

１ 「労働条件通知書交付推進キャンペーン」（令和５年３月１日から４月30日）における取組 

 （１）宮崎労働局、管内の労働基準監督署、ハローワーク内にリーフレットの配布、 

ポスターの掲示、のぼり旗の設置 

 （２）宮崎県、県内市町村への周知のための協力依頼 

 （３）業界団体、労働組合への周知のための協力依頼 

２ 添付資料 

・「労働条件通知書を交付しましょう」（リーフレット） 

・「労働条件通知書記入例」 

【照会先】 

宮崎労働局労働基準部監督課 

 課     長  森川 直哉 

 監察監督官  谷宮 俊実 

(電話) 0985-38-8834 

（FAX） 0985-38-8830 

宮崎労働局発表 

令和５年３月３日 
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労働条件通知書交付推進キャンペーンについて 

 

１ 目的 

宮崎労働局管内の労働相談は、この 10年間で２倍となり、年間 1万件を超えている。相談内容としては、

年次有給休暇、いじめ・嫌がらせ、時間外労働、退職・解雇、賃金不払等が増加している。 

相談が増加している要因の一つとして、年次有給休暇、退職や解雇の手続、時間外労働等の労働条件につい

て労働者に対する周知が不十分であることがある。 

労働基準法では、事業者に対し、労働者を採用する際には、年次有給休暇・時間外労働・賃金・退職・解雇

等の基本的事項を記載した労働条件通知書を交付すること等により労働条件を明示することが義務付けられ

ている。 

しかし、未だに、労働条件通知書を交付する等により労働条件を明示していない事業場やその内容に不備が

ある事業場がみられる。 

このような状況を踏まえ、労働者の雇用が多くなる３月から４月の時期に、労働者を採用する際の労働条件

通知書交付による労働条件の明示を徹底するために、宮崎労働局では、「労働条件通知書交付推進キャンペー

ン」を実施することとした。 

２ 名称 

  「労働条件通知書交付推進キャンペーン」 

３ 実施時期 

  令和５年３月１日から令和５年４月30日まで 

４ 具体的実施事項 

① 事業者は労働者を採用する際に労働条件通知書を交付することにより労働条件を明示すること 

② 労働条件通知書には、年次有給休暇、退職の手続等必要な事項を記載すること 

③ 労働条件通知書の記載事項の点検と確認を行うこと 

５ 実施団体等の実施事項 

（１） 宮崎労働局労働基準部監督課、労働基準監督署 

① 業界団体等に対する文書による協力要請 

② 各種会合・研修会での説明・要請 

③ リーフレット等の作成 

④ ホームページへの掲載 

⑤ 関係機関の広報誌への掲載依頼 

⑥ 監督指導時の労働条件通知書の交付状況の確認 

⑦ 総合労働相談窓口等における相談等の実施 

（２） 宮崎労働局職業安定部、公共職業安定所 

① 求職者、求人事業所に対するハローワーク窓口等での労働条件通知書の交付状況の確認 

及びリーフレットの配付 

（３） 業界団体等 

① 会員に対する周知等 

② 会員に対する指導・援助 

（４） 事業場 

① 労働条件通知書の作成及び内容のチェック 

② 労働者を採用する際の労働条件通知書の交付 

③ 労働条件通知書等の明示及び管理者への周知 

別添要綱 
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 労 働 条 件 通 知 書 記 入 例 
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宮 崎 県 に お け る 労 働 相 談 の 状 況 

 

１ 宮崎県における労働相談件数の推移 

宮崎県における労働相談件数は、この 10年間で 2倍となり、1万件を超えている。 

２ 相談者種別の労働相談状況 

相談者種別にみると、労働者からの相談が多くなっているが、使用者からの相談が増

加している。 

労働相談件数に占める割合をみると、労働者からの相談が、平成 24年の 63.6％から、

令和 3 年の 53.2％に減少し、一方、使用者からの相談は、平成 24 年の 20.7％から、令

和 3年の 29.8％に増加している。 
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３ 相談内容の状況 

相談内容別にみると、令和 3 年は、多い順に年次有給休暇、いじめ・嫌がらせ、時間

外労働、自己都合退職、定期賃金不払、解雇の予告、休業手当、賃金不払残業、就業規

則、休日労働等となっている。 

また、年次有給休暇、いじめ・嫌がらせ、時間外労働、自己都合退職、休業手当、賃

金不払残業、就業規則、休日労働に係る相談が増加傾向にあり、定期賃金不払や解雇の

予告が横ばい状況にある。 

４ 相談内容ごとの相談者種別況 

相談内容ごとの相談者種別状況をみると、使用者からの相談の割合が高いのは、時間

外労働、就業規則、休日労働であり、他の相談は、労働者からの割合が高くなっている。 
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５ 相談内容の概要 

（１） 年次有給休暇（年休）について 

・退職時の年休の取得方法等 ・年休が付与されない ・年休が取りにくい 

・年休を申請したが拒否された ・年休の付与日数の確認 

（２） いじめ・嫌がらせについて 

・上司・先輩・同僚からのいじめや嫌がらせ 

・使用者の行った事案処理についての不満 

（３） 時間外労働について 

・３６協定の締結・届出 ・休憩時の店番 ・固定残業代 

・サービス残業（通常業務の延長、清掃、朝礼、会議、研修、研修の準備等） 

・残業時間の 30分未満の切り捨て ・長時間労働 

（４） 自己都合退職について 

・退職時の手続き ・退職が認められない ・退職時の年休消化 

・使用者からの退職日の一方的な指定や変更 ・解雇か退職かの判断 

（５） 定期賃金不払について 

・基本給や手当の不払 ・賃金の一方的な減額や控除 ・時間外手当の不払 

※ 労働者からの相談は、離職時又は離職後が多い。 

（６） 解雇の予告について 

・予告手当の不支給 ・解雇の妥当性 ・解雇か退職かの判断 

※ 使用者からの相談は、解雇の手続きに関するものが多い。 

（７） 休業手当について 

・会社都合による休業 ・新型コロナウィルスに関する休業 

・休業手当の不払 ・休業手当の計算方法 

（８） 賃金不払残業について 

・残業手当の不払 ・タイムカードの打刻後の残業 

※ 労働者からの相談が多い。 

（９） 就業規則について 

・就業規則の作成や届出（使用者からの相談がほとんど） 

・就業規則が周知されていない（労働者からの相談） 

(10)  休日労働について 

・３６協定の締結・届出 ・割増賃金の計算方法 ・休日が取れない 

・休日手当の不払 ・休日の振替と代休の違い 

※ 使用者からの相談は、その大半は３６協定の締結・届出である。 
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参考条文 
 

労働基準法第１５条(労働条件の明示) 

   使用者は、労働契約の締結に際し、労働者に対して賃金、労働時間その他の労働条件を明示しなければな

らない。この場合において、賃金及び労働時間に関する事項その他の厚生労働省令で定める事項については、

厚生労働省令で定める方法により明示しなければならない。 

２  前項の規定によって明示された労働条件が事実と相違する場合においては、労働者は、即時に労働契約を

解除することができる。 

３  前項の場合、就業のために住居を変更した労働者が、契約解除の日から１４日以内に帰郷する場合におい

ては、使用者は、必要な旅費を負担しなければならない。 

 

労働基準法施行規則第５条(労働条件) 

 使用者が法第１５条第１項前段の規定により労働者に対して明示しなければならない労働条件は、次に

掲げるものとする。ただし、第１号の２に掲げる事項については期間の定めのある労働契約であって当該労

働契約の期間の満了後に当該労働契約を更新する場合があるものの締結の場合に限り、第４号の２から第

１１号までに掲げる事項については使用者がこれらに関する定めをしない場合においては、この限りでな

い。 

１ 労働契約の期間に関する事項 

１の２ 期間の定めのある労働契約を更新する場合の基準に関する事項 

１の３ 就業の場所及び従事すべき業務に関する事項 

２ 始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、休日、休暇並びに労働者を二組以

上に分けて就業させる場合における就業時転換に関する事項 

３ 賃金（退職手当及び第５号に規定する賃金を除く。以下この号において同じ。）の決定、計算及び支払

の方法、賃金の締切り及び支払の時期並びに昇給に関する事項 

４ 退職に関する事項(解雇の事由を含む。) 

４の２ 退職手当の定めが適用される労働者の範囲、退職手当の決定、計算及び支払の方法並びに退職手当

の支払の時期に関する事項 

５ 臨時に支払われる賃金（退職手当を除く。）、賞与及び第８条各号に掲げる賃金並びに最低賃金額に関す

る事項 

６ 労働者に負担させるべき食費、作業用品その他に関する事項 

７ 安全及び衛生に関する事項 

８ 職業訓練に関する事項 

９ 災害補償及び業務外の傷病扶助に関する事項 

１０ 表彰及び制裁に関する事項 

１１ 休職に関する事項 

２ 使用者は、法第１５条第１項前段の規定により労働者に対して明示しなければならない労働条件を事実と

異なるものとしてはならない。 

３ 法第１５条第１項後段の厚生労働省令で定める事項は、第１項第１号から第４号までに掲げる事項（昇給

に関する事項を除く。）とする。 

４ 法第１５条第１項後段の厚生労働省令で定める方法は、労働者に対する前項に規定する事項が明らかとな

る書面の交付とする。ただし、当該労働者が同項に規定する事項が明らかとなる次のいずれかの方法による

ことを希望した場合には、当該方法とすることができる。 

１ ファクシミリを利用してする送信の方法 

２ 電子メールその他のその受信をする者を特定して情報を伝達するために用いられる電気通信(電気通信

事業法(昭和５９年法律第８６号)第２条第１号に規定する電気通信をいう。以下この号において「電子メ

ール等」という。)の送信の方法(当該労働者が当該電子メール等の記録を出力することにより書面を作成

することができるものに限る。) 
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